
            

お知らせ 

 

 
記者発表資料 令和４年１１月３０日 

指名停止措置について 

中国地方整備局は、独占禁止法違反行為を行った下記業者について指名停止の措置を行いました。 

１．指名停止措置業者名及び住所 

株式会社新星工業社     広島県広島市南区宇品海岸３－８－６０ 

   株式会社ハイエレコン    広島県広島市西区草津新町１－２１－３５ 

   株式会社立芝        広島県広島市西区楠木町２－４－３ 

   中外テクノス株式会社    広島県広島市西区横川新町９－１２ 

   株式会社ソルコム      広島県広島市中区南千田東町２－３２ 

   理研産業株式会社      広島県広島市中区大手町４－６－２７ 

   Ｄｙｎａｂｏｏｋ株式会社  東京都江東区豊洲５－６－１５ 

   北辰映電株式会社      広島県広島市中区上幟町８－３９ 

   株式会社大塚商会      東京都千代田区飯田橋２－１８－４ 

   西日本電信電話株式会社   大阪府大阪市都島区東野田町４－１５－８２ 

 

２．指名停止措置期間 

       

 

株式会社新星工業社 

株式会社ハイエレコン  

株式会社立芝  

中外テクノス株式会社   

株式会社ソルコム  

理研産業株式会社  

Ｄｙｎａｂｏｏｋ株式会社 

 

 

 

 

令和４年１１月３０日 

 ～ 令和５年５月２９日（６ヶ月） 

 

北辰映電株式会社 

 

 

令和４年１１月３０日 

 ～ 令和５年２月２８日（３ヶ月） 

 

 

株式会社大塚商会 

西日本電信電話株式会社 

 

 

令和４年１１月３０日 

 ～ 令和５年１月２９日（２ヶ月） 

 

３．指名停止措置の範囲 

中国地方整備局管内 

 

４．事実の概要 

広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器又は広島市発注の特定コンピュータ機器の入札等

をめぐり、令和４年１０月６日、公正取引委員会より独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）

の規定に違反すると認定を受けた。 

 

 

 

 

 

■同時発表先：合同庁舎記者クラブ、鳥取県政記者会、島根県政記者会、岡山県政記者クラブ、広島県政記者クラブ、

山口県政記者会、山口県政記者クラブ、山口県政滝町記者クラブ、中国地方建設記者クラブ 



            

 

５．指名停止措置理由 

    上記事実は、「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」及び「地方整備局（港湾空港関係）

所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」別表第２第５号（独占禁止法違反行為）及びこ

れを準用する「地方支分部局所掌の建設コンサルタント業務等請負契約に係る指名停止等の取扱に

ついて」及び「国土交通省所管の物品調達契約に係る指名停止等の取扱いについて」に該当するた

め、指名停止措置を講ずるものである。 

 

＜工事請負契約に係る指名停止等の措置要領 別表第２第５号＞ 
 

措  置  要  件 期  間 

（独占禁止法違反行為） 

５ 当該地方整備局が所管する区域内において、業務に関し独占禁止 

 法第３条又は第８条第１号に違反し、工事の請負契約の相手方とし 

 て不適当であると認められるとき（次号及び第12号に掲げる場合を 

 除く。）。 

 

当該認定をした日から 

 

2ヵ月以上9ヵ月以内 

 

＜問い合わせ先＞  

  中国地方整備局    ０８２－２２１－９２３１（ 代表番号 ）：平日・昼間 

     総務部 契約課長       原田
は ら だ

 明典
あきのり

  （内線２５１１） 

    ◎総務部 専門調査官      長崎
ながさき

 直生
な お き

  （内線２５１４）  

  港湾空港部     ０８２－５１１－３９００（ 代表番号 ）：平日・昼間 

     総務部 契約管理官      新 林
にいばやし

 健二
け ん じ

  （内線１３０） 

    ◎総務部 経理調達課 専門官  堀田
ほ り た

  裕
ゆたか

  （内線１３２） 

 


